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事業内容・目

標達成状況

の振り返り

エコライフコーディネーターを活用しての親子を対象とした普及啓発活動を行うことが出来た。広報いいだを利用した普及啓発

は、予定通り通年で実施することが出来た。飯田地球温暖化対策地域協議会は、より多くの温暖化防止活動に取り組む市民団体

を巻き込みながら活動の輪を広げている。

改革改善

の考え方

①問題

点

りんご並木のエコハウスに常駐する案内人を、当面、当課の予算で要求・対応している。国庫補助金で設置した公の施設

のため使途に制約がある。施設の機能や運営方針を確定し、施設の管理課と予算所管課のキャップを解消していく必要が

ある。
②改革

提案

エコハウスを活用できる団体等を一元的に集約し、年間の利用計画を策定し、施設での対応が可能な専任担当を設けるこ

とで、機能の最大化を進める。

総事業費①+② 10,291 2,911 12,924

人件費計（千円）② 6,956 10,013

2,349

正規職員所要時間 1,900 2,800

臨時職員所要時間 150

一般財源 323 327 327

その他

起債

県支出金 3,012 2,584 2,584

国庫支出金

事業費計（千円）① 3,335 2,911 2,911 2,349 重点分野雇用創造事業補助金　2,584

25年度予算額 特定財源内訳、補足

0

2,349

事業コスト 23年度決算額 24年度予算額 24年度決算額

24

年

度

事

業

内

容

１　エコライフ普及啓発事業

・環境モデル都市行動計画地区住民説明会→環境モデル都市進行管理

事業へ統合

（１）りんご並木のエコハウス等を利用したエコ住宅、省エネ機器の普及啓

発

（２）りんご並木のエコハウス等を利用したエコライフの普及啓発【新】

（３）エコライフコーディネーターの活用によるエコライフの普及啓発

（４）新たなエコライフコーディネーターの任命と育成【新】

（５）まちづくり委員会・各種団体等と協働したエコライフの普及啓発、PR

（６）環境ISO地域ぐるみ研究会参加企業と連携したエコライフ意識調査、

啓発の実施【新】

（７）省エネルギー機器の情報収集及び周知←省エネ機器普及促進事業

より移管

（８）広報いいだを利用したエコライフの普及啓発

２　　飯田市地球温暖化対策地域協議会運営事業

（１）新エネルギー、省エネルギーの普及にかかる意識啓発事業

（２）エコドライブ1000人プロジェクトの普及

（３）会員の知識向上を図る視察研修

１

（１）実施回数

（２）実施回数

（３）実施回数・参加者人数

（４）人数・回数

（５）実施回数

（６）実施回数

（７）実施回数

（８）実施回数

２

（１）実施回数

（２）参加者人数

（３）実施回数

１

（１）2421組　７５３３人

（2）５２回　５０６人

（3）３回　５０人

（５）２回

（６）0

（７)１回

（８）12回

２

（１）２３回

（２）694人

（３）２回

事業内容 名称 活動指標

事

業

概

要

１　エコライフ普及啓発事業

温室効果ガスの排出量が多い民生部門における低炭素化の取組や行動の啓発・普及を図る。民生部門の低炭素化は、衣食住において必

要以上のエネルギーを使わないこと、すなわち環境負荷の低減である。それが日常的な実践になるためには、様々なハウツウやアクティビ

ティを発信し、特にエネルギー消費の多い世代を対象にし、体験してもらいながら理解と納得を得られるような取り組みが重要であり、重点

的に普及啓発を行う。

２　飯田市地球温暖化対策地域協議会運営

地域全体で地球温暖化防止を推進してゆくための市民組織である飯田市地球温暖化対策地域協議会の活動を支援し、多様な主体の協

働により温暖化防止活動を推進する。そのために、運営費の一部を補助金として支出し、事務局機能も担う。

目

標

種別 24年度実績 25年度計画

定性

目標

成果

指標

温室効果ガス削減容量増加（トン／年） 1556.6 1467.1 1824.1

2113.8 1950 2576.1

指標名及び単位 24年度計画

成果

指標

温室効果ガス削減量（トン） -6

28年度見込み

飯田市の人口（人）

(H24.10.1推計人口)

103947

意図（どういう状態

にするか）

エコライフを実践し、生活を低炭素化することによる温室

効果ガス削減

向上させたい上位施

策の成果指標

飯田市全体が排出する温室効果ガス排出量(ﾄﾝ)

備考（指標変更など）

目

的

対象（誰・何を）

市民

「補助金支出先　飯田地球温暖化対策地域協議会」

対

象

指

標

指標名及び単位 24年度数値

施策 55 日常的な環境負荷低減活動の展開

基本計画上

の位置づけ

政策 5 人の営みと自然・環境が調和したまちづくり

課等名 地球温暖化対策課 係等名 地球温暖化対策係

事業種別 政策 開始 23 終了

事務事業名

会計 一般会計

エコライフ啓発普及事業

55 事業№ 21 1平成24年度事務事業実績評価表【政策・経常共通】 政策№ 5 施策№


